
光市公告第６１号 

光市緊急通報装置設置等業務の委託について、公募型プロポーザルに係る手

続を開始するため、下記のとおり公告する。 

  令和７年８月２５日 

 

 

光市長 芳 岡   統 

 

記 

１ 業務名 

  光市緊急通報装置設置等業務 

 

２ 業務の目的 

光市緊急通報装置設置等業務は、ひとり暮らし高齢者等が、住み慣れた地

域で安心して暮らすことができるよう、家庭内での事故等による通報に２４

時間３６５日対応するため、適切なアセスメントを行う専門知識を有するオ

ペレーターを配置し、日常生活における見守り相談等を行う体制を整備する

ことを目的とする。 

 

３ 契約期間 

  令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで 

（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条の３及び光市長期継

続契約を締結することができる契約に関する条例（平成１９年光市条例第１

８号）第２条の規定による長期継続契約） 

 

４ 参加資格 

  本手続に参加できる者は、次に掲げる要件のいずれにも該当するものとす

る。 

(１) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定



に該当しないこと。 

(２) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申

立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始

の申立てが行われた者でないこと。ただし、会社更生法に基づく更生手続

開始の決定又は民事再生法に基づく再生計画認可の決定（確定したものに

限る。）を受けたときは、この限りでない。 

(３) 法人格を有し、本業務を円滑に遂行できるよう、安定的かつ健全な財

務能力を有していること。 

(４) 国税及び地方税を滞納していないこと。 

(５) 地方公共団体が発注した本業務と同種の業務について、受託実績があ

り、令和７年４月１日時点で運用されていること。 

(６) 公告の日から審査選定の日までの間のいずれの日においても、営業停

止処分又は本市その他の地方公共団体若しくは国から競争入札に係る指名

停止措置を受けていないこと。 

(７) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第２条第２号に規定する暴力団、暴力団員（同条第６号に規定する

暴力団員をいう。以下同じ。）又は暴力団員と関係を有していないこと。 

(８) 業務上知り得た情報の漏えいを防止するための社内規程・社内体制な

どの情報管理体制が整備されていること。 

 

５ 手続等 

 (１) 実施要領等の入手方法 

    実施要領等は、市ホームページhttps://www.city.hikari.lg.jp/から

入手すること。 

(２) 参加意向申出書等の提出方法等 

  ア 提出方法 

    持参し、又は郵送すること。ただし、郵送の場合は、送付記録が残る

方法で提出期間内に必着とすること。 



  イ 提出期間 

    令和７年８月２５日（月）から令和７年９月１２日（金）までの日

（光市の休日に関する条例（平成１６年光市条例第２号）第１条第１項

に規定する市の休日（以下「休日」という。）を除く。）の午前８時３

０分から午後５時まで 

  ウ 提出場所 

    〒７４３－００１１ 山口県光市光井二丁目２番１号 

    光市福祉保健部高齢者支援課高齢福祉係 

 (３) 企画提案書等の提出方法等 

  ア 提出方法 

    持参し、又は郵送すること。ただし、郵送の場合は、送付記録が残る

方法で提出期間内に必着とすること。 

  イ 提出期間 

    令和７年９月１２日（金）から令和７年９月２６日（金）までの日

（休日を除く。）の午前８時３０分から午後５時まで 

  ウ 提出場所 

    〒７４３－００１１ 山口県光市光井二丁目２番１号 

    光市福祉保健部高齢者支援課高齢福祉係 

 

６ 評価及び選定 

 (１) 評価 

光市緊急通報装置設置等業務公募型プロポーザル評価委員会により行

う。 

 (２) 選定 

    光市緊急通報装置設置等業務公募型プロポーザル評価基準により、最

も優れた業務遂行能力を有する者を選定する。 

 

７ その他 

 (１) 提出された参加意向申出書又は企画提案書に虚偽の記載を発見したと



きは、当該参加者を失格として取り扱うものとし、評価の対象としない。 

 (２) その他詳細は、実施要領及び仕様書のとおりとする。 

 (３) 本手続に関する照会窓口は、光市福祉保健部高齢者支援課高齢福祉係

（電話（０８３３）７４－３０１２）とする。 


